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第一章 総則 

 

(目的) 

第一条 この法律は、雇用対策法(昭和四十一年法律第百三十二号)と相まつて、

職業訓練及び職業能力検定の内容の充実強化及びその実施の円滑化のための施

策並びに労働者が自ら職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受ける機会を

確保するための施策等を総合的かつ計画的に講ずることにより、職業に必要な労

働者の能力を開発し、及び向上させることを促進し、もつて、職業の安定と労働



者の地位の向上を図るとともに、経済及び社会の発展に寄与することを目的とす

る。 

(昭五三法四〇・昭六〇法五六・平四法六七・平九法四五・一部改正) 

 

(定義) 

第二条 この法律において「労働者」とは、事業主に雇用される者(船員職業安

定法(昭和二十三年法律第百三十号)第六条第一項に規定する船員を除く。第九十

五条第二項において「雇用労働者」という。)及び求職者(同法第六条第一項に規

定する船員となろうとする者を除く。以下同じ。)をいう。 

２ この法律において「職業能力」とは、職業に必要な労働者の能力をいう。 

３ この法律において「職業能力検定」とは、職業に必要な労働者の技能及びこ

れに関する知識についての検定(厚生労働省の所掌に属しないものを除く。)をい

う。 

４ この法律において「職業生活設計」とは、労働者が、自らその長期にわたる

職業生活における職業に関する目的を定めるとともに、その目的の実現を図るた

め、その適性、職業経験その他の実情に応じ、職業の選択、職業能力の開発及び

向上のための取組その他の事項について自ら計画することをいう。 

(昭六〇法五六・平一三法三五・一部改正) 

 

(職業能力開発促進の基本理念) 

第三条 労働者がその職業生活の全期間を通じてその有する能力を有効に発揮

できるようにすることが、職業の安定及び労働者の地位の向上のために不可欠で

あるとともに、経済及び社会の発展の基礎をなすものであることにかんがみ、こ

の法律の規定による職業能力の開発及び向上の促進は、産業構造の変化、技術の

進歩その他の経済的環境の変化による業務の内容の変化に対する労働者の適応

性を増大させ、及び転職に当たつての円滑な再就職に資するよう、労働者の職業

生活設計に配慮しつつ、その職業生活の全期間を通じて段階的かつ体系的に行わ

れることを基本理念とする。 

(昭六〇法五六・追加、平九法四五・平一三法三五・一部改正) 

第三条の二 労働者の自発的な職業能力の開発及び向上の促進は、前条の基本理

念に従い、職業生活設計に即して、必要な職業訓練及び職業に関する教育訓練を

受ける機会が確保され、並びに必要な実務の経験がなされ、並びにこれらにより

習得された職業に必要な技能及びこれに関する知識の適正な評価を行うことに

よつて図られなければならない。 

２ 職業訓練は、学校教育法(昭和二十二年法律第二十六号)による学校教育との

重複を避け、かつ、これとの密接な関連の下に行われなければならない。 

３ 青少年に対する職業訓練は、特に、その個性に応じ、かつ、その適性を生か

すように配慮して行われなければならない。 

４ 身体又は精神に障害がある者等に対する職業訓練は、特にこれらの者の身体

的又は精神的な事情等に配慮して行われなければならない。 

５ 職業能力検定は、職業能力の評価に係る客観的かつ公正な基準の整備及び試

験その他の評価方法の充実が図られ、並びに職業訓練、職業に関する教育訓練及

び実務の経験を通じて習得された職業に必要な技能及びこれに関する知識につ

いての評価が適正になされるように行われなければならない。 

(昭五三法四〇・一部改正、昭六〇法五六・旧第三条繰下・一部改正、昭六二法

四一・平四法六七・平九法四五・平一一法八七・平一一法一六〇・平一三法三五・

一部改正) 



 

(関係者の責務) 

第四条 事業主は、その雇用する労働者に対し、必要な職業訓練を行うとともに、

その労働者が自ら職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受ける機会を確保

するために必要な援助その他その労働者が職業生活設計に即して自発的な職業

能力の開発及び向上を図ることを容易にするために必要な援助を行うこと等に

よりその労働者に係る職業能力の開発及び向上の促進に努めなければならない。 

２ 国及び都道府県は、事業主その他の関係者の自主的な努力を尊重しつつ、そ

の実情に応じて必要な援助等を行うことにより事業主その他の関係者の行う職

業訓練及び職業能力検定の振興並びにこれらの内容の充実並びに労働者が自ら

職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受ける機会を確保するために事業主

の行う援助その他労働者が職業生活設計に即して自発的な職業能力の開発及び

向上を図ることを容易にするために事業主の講ずる措置等の奨励に努めるとと

もに、職業を転換しようとする労働者その他職業能力の開発及び向上について特

に援助を必要とする者に対する職業訓練の実施、事業主、事業主の団体等により

行われる職業訓練の状況等にかんがみ必要とされる職業訓練の実施、労働者が職

業生活設計に即して自発的な職業能力の開発及び向上を図ることを容易にする

ための援助、技能検定の円滑な実施等に努めなければならない。 

(昭四九法一一七・昭五三法四〇・昭六〇法五六・平四法六七・平九法四五・平

一三法三五・一部改正) 

 

 

第二章 職業能力開発計画 

(昭六〇法五六・改称) 

 

(職業能力開発基本計画) 

第五条 厚生労働大臣は、職業能力の開発(職業訓練、職業能力検定その他この

法律の規定による職業能力の開発及び向上をいう。次項及び第七条第一項におい

て同じ。)に関する基本となるべき計画(以下「職業能力開発基本計画」という。)

を策定するものとする。 

２ 職業能力開発基本計画に定める事項は、次のとおりとする。 

一 技能労働力等の労働力の需給の動向に関する事項 

二 職業能力の開発の実施目標に関する事項 

三 職業能力の開発について講じようとする施策の基本となるべき事項 

３ 職業能力開発基本計画は、経済の動向、労働市場の推移等についての長期見

通しに基づき、かつ、技能労働力等の労働力の産業別、職種別、企業規模別、年

齢別等の需給状況、労働者の労働条件及び労働能率の状態等を考慮して定められ

なければならない。 

４ 厚生労働大臣は、必要がある場合には、職業能力開発基本計画において、特

定の職種等に係る職業訓練の振興を図るために必要な施策を定めることができ

る。 

５ 厚生労働大臣は、職業能力開発基本計画を定めるに当たつては、あらかじめ、

労働政策審議会の意見を聴くほか、関係行政機関の長及び都道府県知事の意見を

聴くものとする。 

６ 厚生労働大臣は、職業能力開発基本計画を定めたときは、遅滞なく、その概

要を公表しなければならない。 

７ 前二項の規定は、職業能力開発基本計画の変更について準用する。 



(昭六〇法五六・平四法六七・平一一法一六〇・一部改正) 

 

(勧告) 

第六条 厚生労働大臣は、職業能力開発基本計画を的確に実施するために必要が

あると認めるときは、労働政策審議会の意見を聴いて、関係事業主の団体に対し、

職業訓練の実施その他関係労働者に係る職業能力の開発及び向上を促進するた

めの措置の実施に関して必要な勧告をすることができる。 

(昭六一法一〇九・追加、平一一法一六〇・一部改正) 

 

(都道府県職業能力開発計画等) 

第七条 都道府県は、職業能力開発基本計画に基づき、当該都道府県の区域内に

おいて行われる職業能力の開発に関する基本となるべき計画(以下「都道府県職

業能力開発計画」という。)を策定するものとする。 

２ 都道府県知事は、都道府県職業能力開発計画の案を作成するに当たつては、

あらかじめ、第九十一条第一項の規定により置かれる審議会その他の合議制の機

関の意見を聴くものとする。 

３ 第五条第二項から第四項まで及び第六項の規定は都道府県職業能力開発計

画の策定について、同条第六項及び前項の規定は都道府県職業能力開発計画の変

更について、前条の規定は都道府県職業能力開発計画の実施について準用する。

この場合において、第五条第四項及び第六項中「厚生労働大臣」とあるのは「都

道府県」と、前条中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県知事」と、「労働政

策審議会」とあるのは「第九十一条第一項の規定により置かれる審議会その他の

合議制の機関」と読み替えるものとする。 

(昭六〇法五六・一部改正、昭六一法一〇九・旧第六条繰下・一部改正、平一一

法八七・平一一法一六〇・平一三法三五・一部改正) 

 

 

第三章 職業能力開発の促進 

(昭六〇法五六・改称) 

第一節 事業主等の行う職業能力開発促進の措置 

(昭五三法四〇・昭六〇法五六・改称) 

 

(多様な職業能力開発の機会の確保) 

第八条 事業主は、その雇用する労働者が多様な職業訓練を受けること等により

職業能力の開発及び向上を図ることができるように、その機会の確保について、

次条から第十条の三までに定める措置を通じて、配慮するものとする。 

(昭五三法四〇・全改、昭六〇法五六・平四法六七・平九法四五・平一三法三五・

一部改正) 

第九条 事業主は、その雇用する労働者に対して職業訓練を行う場合には、その

労働者の業務の遂行の過程内において又は当該業務の遂行の過程外において、自

ら又は共同して行うほか、第十五条の六第三項に規定する公共職業能力開発施設

その他職業能力の開発及び向上について適切と認められる他の者の設置する施

設により行われる職業訓練を受けさせることによつて行うことができる。 

(昭六〇法五六・全改、平四法六七・一部改正) 

第十条 事業主は、前条の措置によるほか、必要に応じ、次に掲げる措置を講ず

ること等により、その雇用する労働者に係る職業能力の開発及び向上を促進する

ものとする。 



一 他の者の設置する施設により行われる職業に関する教育訓練を受けさせる

こと。 

二 自ら若しくは共同して行う職業能力検定又は職業能力の開発及び向上につ

いて適切と認められる他の者の行う職業能力検定を受けさせること。 

(昭六〇法五六・全改、平四法六七・平九法四五・一部改正) 

第十条の二 事業主は、前二条の措置によるほか、必要に応じ、次に掲げる措置

を講ずることにより、その雇用する労働者の職業生活設計に即した自発的な職業

能力の開発及び向上を促進するものとする。 

一 労働者が自ら職業能力の開発及び向上に関する目標を定めることを容易に

するために、業務の遂行に必要な技能及びこれに関する知識の内容及び程度そ

の他の事項に関し、情報の提供、相談その他の援助を行うこと。 

二 労働者が実務の経験を通じて自ら職業能力の開発及び向上を図ることがで

きるようにするために、労働者の配置その他の雇用管理について配慮すること。 

(平一三法三五・追加) 

第十条の三 事業主は、前三条の措置によるほか、必要に応じ、その雇用する労

働者が自ら職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受ける機会を確保するた

めに必要な次に掲げる援助を行うこと等によりその労働者の職業生活設計に即

した自発的な職業能力の開発及び向上を促進するものとする。 

一 有給教育訓練休暇、長期教育訓練休暇その他の休暇を付与すること。 

二 始業及び終業の時刻の変更その他職業に関する教育訓練又は職業能力検定

を受ける時間を確保するために必要な措置を講ずること。 

２ 前項第一号の有給教育訓練休暇とは、職業人としての資質の向上その他職業

に関する教育訓練を受ける労働者に対して与えられる有給休暇(労働基準法(昭

和二十二年法律第四十九号)第三十九条の規定による年次有給休暇として与えら

れるものを除く。)をいう。 

３ 第一項第一号の長期教育訓練休暇とは、職業人としての資質の向上その他職

業に関する教育訓練を受ける労働者に対して与えられる休暇であつて長期にわ

たるもの(労働基準法第三十九条の規定による年次有給休暇として与えられるも

の及び前項に規定する有給教育訓練休暇として与えられるものを除く。)をいう。 

(平九法四五・追加、平一三法三五・旧第十条の二繰下・一部改正) 

第十条の四 厚生労働大臣は、前二条の規定により労働者の職業生活設計に即し

た自発的な職業能力の開発及び向上を促進するために事業主が講ずる措置に関

して、その有効な実施を図るために必要な指針を公表するものとする。 

(平一三法三五・追加) 

 

(計画的な職業能力開発の促進) 

第十一条 事業主は、その雇用する労働者に係る職業能力の開発及び向上が段階

的かつ体系的に行われることを促進するため、第九条から第十条の三までに定め

る措置に関する計画を作成するように努めなければならない。 

２ 事業主は、前項の計画を作成したときは、その計画の内容をその雇用する労

働者に周知させるために必要な措置を講ずることによりその労働者の職業生活

設計に即した自発的な職業能力の開発及び向上を促進するように努めるととも

に、次条の規定により選任した職業能力開発推進者を有効に活用することにより

その計画の円滑な実施に努めなければならない。 

(昭六〇法五六・全改、平九法四五・平一三法三五・一部改正) 

 

(職業能力開発推進者) 



第十二条 事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、次に掲げる業務を担

当する者(以下「職業能力開発推進者」という。)を選任するように努めなければ

ならない。 

一 前条第一項の計画の作成及びその実施に関する業務 

二 第九条から第十条の三までに定める措置に関し、その雇用する労働者に対

して行う相談、指導等の業務 

三 事業主に対して、国、都道府県又は中央職業能力開発協会若しくは都道府

県職業能力開発協会(以下この号において「国等」という。)により前条第一項

の計画の作成及び実施に関する助言及び指導その他の援助等が行われる場合に

あつては、国等との連絡に関する業務 

(昭六〇法五六・全改、平九法四五・平一一法一六〇・平一三法三五・一部改正) 

 

(認定職業訓練の実施) 

第十三条 事業主、事業主の団体若しくはその連合団体、職業訓練法人若しくは

中央職業能力開発協会若しくは都道府県職業能力開発協会又は民法(明治二十九

年法律第八十九号)第三十四条の規定により設立された法人、法人である労働組

合その他の営利を目的としない法人で、職業訓練を行い、若しくは行おうとする

もの(以下「事業主等」と総称する。)は、第四節及び第六節に定めるところによ

り、当該事業主等の行う職業訓練が職業訓練の水準の維持向上のための基準に適

合するものであることの認定を受けて、当該職業訓練を実施することができる。 

(昭六〇法五六・全改、平四法六七・平一三法三五・一部改正) 

第十四条 削除 

(平四法六七) 

 

 

第二節 国及び都道府県による職業能力開発促進の措置 

(昭六〇法五六・節名追加、平四法六七・改称) 

 

(多様な職業能力開発の機会の確保) 

第十五条 国及び都道府県は、労働者が多様な職業訓練を受けること等により職

業能力の開発及び向上を図ることができるように、その機会の確保について、第

十三条に定めるもののほか、この節及び次節に定める措置を通じて、配慮するも

のとする。 

(昭六〇法五六・追加、昭六二法四一・平四法六七・一部改正) 

(事業主その他の関係者に対する援助) 

第十五条の二 国及び都道府県は、事業主等の行う職業訓練及び職業能力検定並

びに労働者が自ら職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受ける機会を確保

するために必要な援助その他労働者が職業生活設計に即して自発的な職業能力

の開発及び向上を図ることを容易にする等のために事業主の講ずる措置に関し、

次の援助を行うように努めなければならない。 

一 第十一条の計画の作成及び実施に関する助言及び指導を行うこと。 

二 職業能力の開発及び向上の促進に関する技術的事項について相談その他の

援助を行うこと。 

三 情報及び資料を提供すること。 

四 職業能力開発推進者の講習の実施及び職業能力開発推進者相互の啓発の機

会の提供を行うこと。 

五 第二十七条第一項に規定する職業訓練指導員を派遣すること。 



六 委託を受けて職業訓練の一部を行うこと。 

七 前各号に掲げるもののほか、第十五条の六第三項に規定する公共職業能力

開発施設を使用させる等の便益を提供すること。 

２ 国及び都道府県は、職業能力の開発及び向上を促進するため、労働者に対し、

前項第二号及び第三号に掲げる援助を行うように努めなければならない。 

３ 国は、事業主等及び労働者に対する第一項第一号から第三号までに掲げる援

助を適切かつ効果的に行うため必要な施設の設置等特別の措置を講ずることが

できる。 

４ 第一項及び第二項の規定により国及び都道府県が事業主等及び労働者に対

して援助を行う場合には、中央職業能力開発協会又は都道府県職業能力開発協会

と密接な連携の下に行うものとする。 

(平四法六七・追加、平九法四五・平一三法三五・一部改正) 

 

(事業主等に対する助成等) 

第十五条の三 国は、事業主等の行う職業訓練及び職業能力検定の振興を図り、

及び労働者に対する第十条の三第二項に規定する有給教育訓練休暇の付与その

他の労働者が自ら職業に関する教育訓練又は職業能力検定を受ける機会を確保

するための援助その他労働者が第十五条の六第三項に規定する公共職業能力開

発施設等の行う職業訓練、職業能力検定等を受けることを容易にするための援助

等の措置が事業主によつて講ぜられることを奨励するため、事業主等に対する助

成その他必要な措置を講ずることができる。 

(平四法六七・追加、平九法四五・平一三法三五・一部改正) 

 

(職業能力の開発に関する調査研究等) 

第十五条の四 国は、中央職業能力開発協会の協力を得て、職業訓練、職業能力

検定その他職業能力の開発及び向上に関し、調査研究及び情報の収集整理を行い、

事業主、労働者その他の関係者が当該調査研究の成果及びその情報を利用するこ

とができるように努めなければならない。 

(平四法六七・追加) 

 

(職業に必要な技能に関する広報啓発等) 

第十五条の五 国は、職業能力の開発及び向上が円滑に促進されるような環境を

整備するため、職業に必要な技能について事業主その他国民一般の理解を高める

ために必要な広報その他の啓発活動等を行うものとする。 

(平四法六七・追加) 

 

 

第三節 国及び都道府県等による職業訓練の実施等 

(平四法六七・節名追加) 

 

(国及び都道府県の行う職業訓練等) 

第十五条の六 国及び都道府県は、労働者が段階的かつ体系的に職業に必要な技

能及びこれに関する知識を習得することができるように、次の各号に掲げる施設

を次条に定めるところにより設置して、当該施設の区分に応じ当該各号に規定す

る職業訓練を行うものとする。ただし、当該職業訓練のうち主として知識を習得

するために行われるもので厚生労働省令で定めるものについては、当該施設以外

の施設においても適切と認められる方法により行うことができる。 



一 職業能力開発校(普通職業訓練(次号に規定する高度職業訓練以外の職業訓

練をいう。以下同じ。)で長期間及び短期間の訓練課程のものを行うための施設

をいう。以下同じ。) 

二 職業能力開発短期大学校(高度職業訓練(労働者に対し、職業に必要な高度

の技能及びこれに関する知識を習得させるための職業訓練をいう。以下同じ。)

で長期間及び短期間の訓練課程(次号の厚生労働省令で定める長期間の訓練課

程を除く。)のものを行うための施設をいう。以下同じ。) 

三 職業能力開発大学校(高度職業訓練で前号に規定する長期間及び短期間の

訓練課程のもの並びに高度職業訓練で専門的かつ応用的な職業能力を開発し、

及び向上させるためのものとして厚生労働省令で定める長期間の訓練課程のも

のを行うための施設をいう。以下同じ。) 

四 職業能力開発促進センター(普通職業訓練又は高度職業訓練のうち短期間

の訓練課程のものを行うための施設をいう。以下同じ。) 

五 障害者職業能力開発校(前各号に掲げる施設において職業訓練を受けるこ

とが困難な身体又は精神に障害がある者等に対して行うその能力に適応した普

通職業訓練又は高度職業訓練を行うための施設をいう。以下同じ。) 

２ 国及び都道府県が設置する前項各号に掲げる施設は、当該各号に規定する職

業訓練を行うほか、事業主、労働者その他の関係者に対し、第十五条の二第一項

第二号、第三号及び第五号から第七号までに掲げる援助を行うように努めなけれ

ばならない。 

３ 国及び都道府県(次条第二項の規定により市町村が職業能力開発校を設置す

る場合には、当該市町村を含む。)が第一項各号に掲げる施設を設置して職業訓

練を行う場合には、その設置する同項各号に掲げる施設(以下「公共職業能力開

発施設」という。)内において行うほか、職業を転換しようとする労働者等に対

して迅速かつ効果的な職業訓練を実施するため必要があるときは、職業能力の開

発及び向上について適切と認められる他の施設により行われる教育訓練を当該

公共職業能力開発施設の行う職業訓練とみなし、当該教育訓練を受けさせること

によつて行うことができる。 

４ 公共職業能力開発施設は、第一項各号に規定する職業訓練及び第二項に規定

する援助(市町村が設置する職業能力開発校に係るものを除く。)を行うほか、次

に掲げる業務を行うことができる。 

一 開発途上にある海外の地域において事業を行う者に当該地域において雇用

されている者の訓練を担当する者になろうとする者又は現に当該訓練を担当し

ている者に対して、必要な技能及びこれに関する知識を習得させるための訓練

を行うこと。 

二 前号に掲げるもののほか、職業訓練その他この法律の規定による職業能力

の開発及び向上に関し必要な業務で厚生労働省令で定めるものを行うこと。 

 

(平四法六七・追加、平九法四五・平一一法一六〇・一部改正) 

(職業訓練の実施に関する計画) 

第十五条の七 国が設置する公共職業能力開発施設の行う職業訓練及び国が行

う前条第一項ただし書に規定する職業訓練は、厚生労働大臣が厚生労働省令で定

めるところにより作成する当該職業訓練の実施に関する計画に基づいて実施す

るものとする。 

(平一四法一七〇・追加) 

 

(公共職業能力開発施設) 



第十六条 国は、職業能力開発短期大学校、職業能力開発大学校、職業能力開発

促進センター及び障害者職業能力開発校を設置し、都道府県は、職業能力開発校

を設置する。 

２ 前項に定めるもののほか、都道府県は職業能力開発短期大学校、職業能力開

発大学校、職業能力開発促進センター又は障害者職業能力開発校(次項において

「職業能力開発短期大学校等」という。)を、市町村は職業能力開発校を設置す

ることができる。 

３ 前項の規定により都道府県が職業能力開発短期大学校等を、市町村が職業能

力開発校を設置しようとするときは、あらかじめ、厚生労働大臣に協議し、その

同意を得なければならない。 

４ 公共職業能力開発施設の位置、名称その他運営について必要な事項は、国が

設置する公共職業能力開発施設については厚生労働省令で、都道府県又は市町村

が設置する公共職業能力開発施設については条例で定める。 

５ 国は、第一項の規定により設置した障害者職業能力開発校のうち、厚生労働

省令で定めるものの運営を独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構に行わせるも

のとし、当該厚生労働省令で定めるもの以外の障害者職業能力開発校の運営を都

道府県に委託することができる。 

６ 公共職業能力開発施設の長は、職業訓練に関し高い識見を有する者でなけれ

ばならない。 

(昭五三法四〇・全改、昭六〇法五六・旧第十五条繰下・一部改正、昭六二法四

一・平四法六七・平六法三八・平九法四五・平一一法八七・平一一法一六〇・平

一四法三五・平一四法一六五・一部改正) 

 

(名称使用の制限) 

第十七条 公共職業能力開発施設でないもの(第二十五条の規定により設置され

る施設を除く。)は、その名称中に職業能力開発校、職業能力開発短期大学校、

職業能力開発大学校、職業能力開発促進センター又は障害者職業能力開発校とい

う文字を用いてはならない。 

(昭六〇法五六・追加、昭六二法四一・平四法六七・平九法四五・一部改正) 

 

(国、都道府県及び市町村による配慮) 

第十八条 国、都道府県及び市町村は、その設置及び運営について、公共職業能

力開発施設が相互に競合することなくその機能を十分に発揮することができる

ように配慮するものとする。 

２ 国、都道府県及び市町村は、職業訓練の実施に当たり、関係地域における労

働者の職業の安定及び産業の振興に資するように、職業訓練の開始の時期、期間

及び内容等について十分配慮するものとする。 

(昭五三法四〇・全改、昭六〇法五六・旧第十六条繰下・一部改正、平四法六七・

一部改正) 

 

(職業訓練の基準) 

第十九条 公共職業能力開発施設は、職業訓練の水準の維持向上のための基準と

して当該職業訓練の訓練課程ごとに教科、訓練時間、設備その他の厚生労働省令

で定める事項に関し厚生労働省令で定める基準に従い、普通職業訓練又は高度職

業訓練を行うものとする。 

２ 前項の訓練課程の区分は、厚生労働省令で定める。 

(昭六〇法五六・追加、平四法六七・平一一法一六〇・一部改正) 



(教材) 

第二十条 公共職業能力開発施設の行う普通職業訓練又は高度職業訓練(以下

「公共職業訓練」という。)においては、厚生労働大臣の認定を受けた教科書そ

の他の教材を使用するように努めなければならない。 

(昭六〇法五六・追加、平四法六七・平一一法一六〇・一部改正) 

(技能照査) 

第二十一条 公共職業能力開発施設の長は、公共職業訓練(長期間の訓練課程の

ものに限る。)を受ける者に対して、技能及びこれに関する知識の照査(以下この

条において「技能照査」という。)を行わなければならない。 

２ 技能照査に合格した者は、技能士補と称することができる。 

３ 技能照査の基準その他技能照査の実施に関し必要な事項は、厚生労働省令で

定める。 

(昭六〇法五六・追加、平四法六七・平一一法一六〇・一部改正) 

 

(修了証書) 

第二十二条 公共職業能力開発施設の長は、公共職業訓練を修了した者に対して、

厚生労働省令で定めるところにより、修了証書を交付しなければならない。 

(昭六〇法五六・追加、平四法六七・平一一法一六〇・一部改正) 

(職業訓練を受ける求職者に対する措置) 

第二十三条 公共職業訓練のうち、職業能力開発校及び職業能力開発促進センタ

ーにおいて職業の転換を必要とする求職者その他の厚生労働省令で定める求職

者に対して行う普通職業訓練(短期間の訓練課程で厚生労働省令で定めるものに

限る。)並びに障害者職業能力開発校において求職者に対して行う職業訓練は、

無料とする。 

２ 国及び都道府県は、公共職業訓練のうち前項に規定するものを受ける求職者

に対して、雇用対策法の規定に基づき、手当を支給することができる。 

３ 公共職業能力開発施設の長は、公共職業安定所長との密接な連携の下に、公

共職業訓練を受ける求職者の就職の援助に関し必要な措置を講ずるように努め

なければならない。 

(昭五三法四〇・昭六〇法五六・昭六二法四一・平四法六七・平一一法一六〇・

一部改正) 

 

 

第四節 事業主等の行う職業訓練の認定等 

(昭六〇法五六・節名追加、平四法六七・旧第三節繰下) 

 

(都道府県知事による職業訓練の認定) 

第二十四条 都道府県知事は、事業主等の申請に基づき、当該事業主等の行う職

業訓練について、第十九条第一項の厚生労働省令で定める基準に適合するもので

あることの認定をすることができる。ただし、当該事業主等が当該職業訓練を的

確に実施することができる能力を有しないと認めるときは、この限りでない。 

２ 都道府県知事は、前項の認定をしようとする場合において、当該職業訓練を

受ける労働者が労働基準法第七十条の規定に基づく厚生労働省令又は労働安全

衛生法(昭和四十七年法律第五十七号)第六十一条第四項の規定に基づく厚生労

働省令の適用を受けるべきものであるときは、厚生労働省令で定める場合を除き、

都道府県労働局長の意見を聴くものとする。 



３ 都道府県知事は、第一項の認定に係る職業訓練(以下「認定職業訓練」とい

う。)が第十九条第一項の厚生労働省令で定める基準に適合しなくなつたと認め

るとき、又は事業主等が当該認定職業訓練を行わなくなつたとき、若しくは当該

認定職業訓練を的確に実施することができる能力を有しなくなつたと認めると

きは、当該認定を取り消すことができる。 

４ 都道府県知事は、第一項の認定(高度職業訓練に係る認定に限る。)をしよう

とするとき又は当該認定の取消しをしようとするときは、あらかじめ、厚生労働

大臣に協議し、その同意を得なければならない。 

(昭四七法五七・昭五三法四〇・昭六〇法五六・平四法六七・平一一法八七・平

一一法一六〇・平一三法三五・一部改正) 

 

(事業主等の設置する職業訓練施設) 

第二十五条 認定職業訓練を行う事業主等は、厚生労働省令で定めるところによ

り、職業訓練施設として職業能力開発校、職業能力開発短期大学校、職業能力開

発大学校又は職業能力開発促進センターを設置することができる。 

(昭四九法一一七・昭五三法四〇・平四法六七・平九法四五・平一一法一六〇・

一部改正) 

 

(事業主等の協力) 

第二十六条 認定職業訓練を行う事業主等は、その事業に支障のない範囲内で、

認定職業訓練のための施設を他の事業主等の行う職業訓練のために使用させ、又

は委託を受けて他の事業主等に係る労働者に対して職業訓練を行うように努め

るものとする。 

(昭五三法四〇・旧第二十七条繰上・一部改正) 

 

(準用) 

第二十六条の二 第二十条から第二十二条までの規定は、認定職業訓練について

準用する。この場合において、第二十一条第一項及び第二十二条中「公共職業能

力開発施設の長」とあるのは、「認定職業訓練を行う事業主等」と読み替えるも

のとする。 

(昭六〇法五六・追加、平四法六七・一部改正) 

 

 

第五節 職業能力開発総合大学校 

(昭六〇法五六・節名追加、平四法六七・旧第四節繰下、平九法四五・改称) 

 

第二十七条 職業能力開発総合大学校は、公共職業訓練その他の職業訓練の円滑

な実施その他職業能力の開発及び向上の促進に資するため、公共職業訓練及び認

定職業訓練(以下「準則訓練」という。)において訓練を担当する者(以下「職業

訓練指導員」という。)になろうとする者又は職業訓練指導員に対し、必要な技

能及びこれに関する知識を付与することによつて、職業訓練指導員を養成し、又

はその能力の向上に資するための訓練(以下「指導員訓練」という。)、職業訓練

のうち準則訓練の実施の円滑化に資するものとして厚生労働省令で定めるもの

並びに職業能力の開発及び向上に関する調査及び研究を総合的に行うものとす

る。 



２ 職業能力開発総合大学校は、前項に規定する業務を行うほか、この法律の規

定による職業能力の開発及び向上に関し必要な業務で厚生労働省令で定めるも

のを行うことができる。 

３ 国は、職業能力開発総合大学校を設置する。 

４ 職業能力開発総合大学校でないものは、その名称中に職業能力開発大学校と

いう文字を用いてはならない。 

５ 第十五条の六第二項及び第四項(第二号を除く。)、第十六条第四項(国が設

置する公共職業能力開発施設に係る部分に限る。)及び第六項並びに第二十三条

第三項の規定は職業能力開発総合大学校について、第十九条から第二十二条まで

の規定は職業能力開発総合大学校において行う職業訓練について準用する。この

場合において、第十五条の六第二項中「当該各号に規定する職業訓練」とあり、

及び同条第四項中「第一項各号に規定する職業訓練」とあるのは「第二十七条第

一項に規定する業務」と、第二十一条第一項及び第二十二条中「公共職業能力開

発施設」とあるのは「職業能力開発総合大学校」と、第二十三条第三項中「公共

職業訓練を受ける」とあるのは「指導員訓練(第二十七条第一項に規定する指導

員訓練をいう。)又は職業訓練を受ける」と読み替えるものとする。 

(昭五三法四〇・追加、昭六〇法五六・平四法六七・平九法四五・平一一法八七・

平一一法一六〇・一部改正) 

 

 

第六節 職業訓練指導員等 

(平九法四五・節名追加) 

 

(指導員訓練の基準等) 

第二十七条の二 指導員訓練の訓練課程の区分及び訓練課程ごとの教科、訓練時

間、設備その他の事項に関する基準については、厚生労働省令で定める。 

２ 第二十二条及び第二十四条第一項から第三項までの規定は、指導員訓練につ

いて準用する。この場合において、第二十二条中「公共職業能力開発施設の長」

とあるのは「職業能力開発総合大学校の長及び第二十七条の二第二項において準

用する第二十四条第一項の認定に係る第二十七条第一項に規定する指導員訓練

を行う事業主等」と、第二十四条第一項及び第三項中「第十九条第一項」とある

のは「第二十七条の二第一項」と読み替えるものとする。 

(昭五三法四〇・追加、昭六〇法五六・平四法六七・平九法四五・平一一法八七・

平一一法一六〇・一部改正) 

 

(職業訓練指導員免許) 

第二十八条 準則訓練のうち普通職業訓練(短期間の訓練課程で厚生労働省令で

定めるものを除く。)における職業訓練指導員は、都道府県知事の免許を受けた

者でなければならない。 

２ 前項の免許(以下「職業訓練指導員免許」という。)は、厚生労働省令で定め

る職種ごとに行なう。 

３ 職業訓練指導員免許は、申請に基づき、次の各号のいずれかに該当する者に

対して、免許証を交付して行なう。 

一 指導員訓練のうち厚生労働省令で定める訓練課程を修了した者 

二 第三十条第一項の職業訓練指導員試験に合格した者 

三 職業訓練指導員の業務に関して前二号に掲げる者と同等以上の能力を有す

ると認められる者 



４ 前項第三号に掲げる者の範囲は、厚生労働省令で定める。 

５ 次の各号のいずれかに該当する者は、第三項の規定にかかわらず、職業訓練

指導員免許を受けることができない。 

一 成年被後見人又は被保佐人 

二 禁錮こ以上の刑に処せられた者 

三 職業訓練指導員免許の取消しを受け、当該取消しの日から二年を経過しな

い者 

(昭五三法四〇・昭六〇法五六・平四法六七・平一一法八七・平一一法一五一・

平一一法一六〇・一部改正) 

 

(職業訓練指導員免許の取消し) 

第二十九条 都道府県知事は、職業訓練指導員免許を受けた者が前条第五項第一

号又は第二号に該当するに至つたときは、当該職業訓練指導員免許を取り消さな

ければならない。 

２ 都道府県知事は、職業訓練指導員免許を受けた者に職業訓練指導員としてふ

さわしくない非行があつたときは、当該職業訓練指導員免許を取り消すことがで

きる。 

(平五法八九・平一一法八七・一部改正) 

 

(職業訓練指導員試験) 

第三十条 職業訓練指導員試験は、厚生労働大臣が毎年定める職業訓練指導員試

験に関する計画に従い、都道府県知事が行う。 

２ 前項の職業訓練指導員試験(以下「職業訓練指導員試験」という。)は、実技

試験及び学科試験によつて行なう。 

３ 職業訓練指導員試験を受けることができる者は、次の者とする。 

一 第四十四条第一項の技能検定に合格した者 

二 厚生労働省令で定める実務の経験を有する者 

三 前二号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者 

４ 前項第三号に掲げる者の範囲は、厚生労働省令で定める。 

５ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、一定の資格を有する

者に対して、第二項の実技試験又は学科試験の全部又は一部を免除することがで

きる。 

６ 第二十八条第五項各号のいずれかに該当する者は、職業訓練指導員試験を受

けることができない。 

(平一一法八七・平一一法一六〇・平一三法三五・一部改正) 

 

(職業訓練指導員資格の特例) 

第三十条の二 準則訓練のうち高度職業訓練(短期間の訓練課程で厚生労働省令

で定めるものを除く。)における職業訓練指導員は、当該訓練に係る教科につき、

第二十八条第三項各号に掲げる者と同等以上の能力を有する者のうち、相当程度

の知識又は技能を有する者として厚生労働省令で定める者(同条第五項各号のい

ずれかに該当する者を除く。)でなければならない。 

２ 第二十八条第一項に規定する職業訓練における職業訓練指導員については、

当該職業訓練指導員が当該職業訓練に係る教科につき同条第三項各号に掲げる

者と同等以上の能力を有する者として厚生労働省令で定める者(同条第五項各号

のいずれかに該当する者を除く。)に該当するときは、当該教科に関しては、同



条第一項の規定にかかわらず、職業訓練指導員免許を受けた者であることを要し

ない。 

(昭六〇法五六・全改、平四法六七・平一一法一六〇・一部改正) 

 

 

第四章 職業訓練法人 

(昭五三法四〇・改称) 

 

(職業訓練法人) 

第三十一条 認定職業訓練を行なう社団又は財団は、この法律の規定により職業

訓練法人とすることができる。 

 

(人格等) 

第三十二条 職業訓練法人は、法人とする。 

２ 職業訓練法人でないものは、その名称中に職業訓練法人という文字を用いて

はならない。 

(昭五三法四〇・一部改正) 

 

(業務) 

第三十三条 職業訓練法人は、認定職業訓練を行うほか、次の業務の全部又は一

部を行うことができる。 

一 職業訓練に関する情報及び資料の提供を行うこと。 

二 職業訓練に関する調査及び研究を行うこと。 

三 前二号に掲げるもののほか、職業訓練その他この法律の規定による職業能

力の開発及び向上に関し必要な業務を行うこと。 

(昭六〇法五六・一部改正) 

 

(登記) 

第三十四条 職業訓練法人は、政令で定めるところにより、登記しなければなら

ない。 

２ 前項の規定により登記しなければならない事項は、登記の後でなければ、こ

れをもつて第三者に対抗することができない。 

(設立等) 

第三十五条 職業訓練法人は、都道府県知事の認可を受けなければ、設立するこ

とができない。 

２ 職業訓練法人は、社団であるものにあつては定款で、財団であるものにあつ

ては寄附行為で、次の事項を定めなければならない。 

一 目的 

二 名称 

三 認定職業訓練のための施設を設置する場合には、その位置及び名称 

四 主たる事務所の所在地 

五 社団である職業訓練法人にあつては、社員の資格に関する事項 

六 社団である職業訓練法人にあつては、会議に関する事項 

七 役員に関する事項 

八 会計に関する事項 

九 解散に関する事項 

十 定款又は寄附行為の変更に関する事項 



十一 公告の方法 

３ 職業訓練法人の設立当時の役員は、定款又は寄附行為で定めなければならな

い。 

４ この章に定めるもののほか、職業訓練法人の設立の認可の申請に関し必要な

事項は、厚生労働省令で定める。 

(昭五三法四〇・平一一法一六〇・一部改正) 

 

(設立の認可) 

第三十六条 都道府県知事は、前条第一項の認可の申請があつた場合には、次の

各号のいずれかに該当する場合を除き、設立の認可をしなければならない。 

一 当該申請に係る社団又は財団の定款又は寄附行為の内容が法令に違反する

とき。 

二 当該申請に係る社団又は財団がその業務を行なうために必要な経営的基盤

を欠く等当該業務を的確に遂行することができる能力を有しないと認められる

とき。 

 

(成立の時期等) 

第三十七条 職業訓練法人は、主たる事務所の所在地において設立の登記をする

ことによつて成立する。 

２ 職業訓練法人は、成立の日から二週間以内に、その旨を都道府県知事に届け

出なければならない。 

(監事の兼職の禁止) 

第三十八条 職業訓練法人に監事を置いた場合には、監事は、職業訓練法人の理

事又は職員を兼ねてはならない。 

 

(定款又は寄附行為の変更) 

第三十九条 定款又は寄附行為の変更(第三十五条第二項第四号に掲げる事項そ

の他の厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。)は、都道府県知事の認可

を受けなければ、その効力を生じない。 

２ 第三十六条の規定は、前項の認可について準用する。 

３ 職業訓練法人は、第一項の厚生労働省令で定める事項に係る定款又は寄附行

為の変更をしたときは、遅滞なくその旨を都道府県知事に届け出なければならな

い。 

 


